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宮古市協働推進条例           

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、宮古市自治基本条例（平成１９年宮古市条例第２１号）

第２章に規定する基本原則に基づき、協働に関し必要な事項について定める

ものとする。 

 

【説明】 

  第１条は、条例の趣旨を定めています。 

 協働条例は、宮古市自治基本条例第２章に規定するまちづくりの基本原則の「協働」につい

て、必要な事項を定めるため、条例を制定したものです。 

 

（用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 地域自治組織 市民（市内で活動する事業所等の団体は除く。以下同じ。）

が地域課題の解決に取り組むために自主的に組織した団体のうち、自治会、

町内会等地縁により構成されるものをいう。 

 (2) 市民活動 市民が自発的かつ自主的に行う活動で、不特定かつ多数のも

のの利益の増進に寄与することを目的とするものをいう。ただし、次のい

ずれかに該当するものを除く。 

ア 営利を目的とする活動 

イ 宗教の教義を広め、儀式活動を行い、及び信者を教化育成すること

を目的とする活動 

ウ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的と

する活動 

エ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規

定する公職をいう。以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする

者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこ

れらに反対することを目的とする活動 

(3) 市民活動団体 市民活動を継続的に行う団体をいう。ただし、暴力団（暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団

体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経

過しない者の統制下にある団体は除く。 
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(4) 事業者 市内に事務所等を有する法人又は個人をいう。 

２ 前項に規定するもののほか、この条例において使用する用語の意義は、宮

古市自治基本条例において使用する用語の例による。 

 

【説明】 

この規定は、この条例で使用している言葉の意味を定めたものです。「地

域自治組織」、「市民活動団体」及び「事業者」などの定義を明らかにした

ものです。 

また、「協働」などの定義については、自治基本条例において使用する用語の例によること

にします。 

 

 

（基本原則） 

第３条 協働によるまちづくりは、市民、地域自治組織、市民活動団体、事業

者、市議会及び市の執行機関（以下「各主体」という。）が相互理解を深める

とともに、目的を共有し、対等の立場で連携及び協力して行うものとする。 

２ 協働によるまちづくりは、各主体の自主性及び自律性を尊重して行うもの

とする。 

３ 協働によるまちづくりは、情報の共有と公開のもとで、公正かつ公平に行

うものとする。 

 

【説明】 

この規定は、協働によるまちづくりを行うに当たっての基本原則について定

めたものです。 

１ 協働によるまちづくりを進める前提として、市民、地域自治組織、市民活動団体、事業者、

市議会及び市の執行機関の６つの主体が、相手の特性を理解し、尊重しながら、共通する課題

や社会的目的の実現のために、それぞれが自立した存在として、対等な関係を築き、協働を進

めていくことが重要となります。 

２ 協働によるまちづくりを進めるためには、お互いの自主性及び自律性を尊重することが大切

です。 

３ 協働によるまちづくりを進めるためには、お互いの情報を積極的に公開し、共有しながら、

それぞれの主体が公平性や公正性を保つことが重要となります。 
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（市民の役割） 

第４条 市民は、まちづくりの担い手であることを自覚して活動するよう努め

るものとする。 

 

【説明】 

 この規定は、市民の役割について、明らかにしたものです。 

市民は地域社会を構成する最小の単位であり、地域自治組織や市民活動団

体の構成員も市民です。こうした市民一人ひとりが、地域で生活しながら、

住みよい地域をつくるまちづくりの担い手であることを自覚し、活動するこ

とが大切です。 

 

 

 （地域自治組織の役割） 

第５条 地域自治組織は、地域課題の解決に向けて自主的に取り組むとともに、

開かれた運営を行うよう努めるものとする。 

 

【説明】 

この規定は、地域自治組織の役割について、明らかにしたものです。 

  地域自治組織は、地域の課題に対して、自発的自主的に取り組んでいます

が、これらの活動をより活性化するためにも、地域住民誰もが参加しやすい

開かれた組織運営を行うことが大切です。 

 

 

 （市民活動団体の役割） 

第６条 市民活動団体は、当該団体が持つ社会的使命を自覚するとともに、そ

の運営及び活動内容に関する情報を公開するよう努めるものとする。 

 

 

【説明】 

この規定は、市民活動団体の役割について、明らかにしたものです。 

市民活動団体は、社会的使命を持つ重要な団体であることを自覚し、その

活動について、広く理解されるよう情報を積極的に公開することが大切です。 
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 （事業者の役割） 

第７条 事業者は、社会貢献活動を通じてまちづくりへ参加するよう努めるも

のとする。 

 

【説明】 

この規定は、事業者の役割について、明らかにしたものです。 

  事業者は、社会環境が急激に変化する現代社会においては、経済活動のみ

にその行動原理を置くのでなく、社会に対する貢献活動を行うことにより、

まちづくりへの参加が求められています。 

 

 

（市議会の役割） 

第８条 市議会は、市民、地域自治組織、市民活動団体及び事業者の活動に対

する理解及び協力に努めるものとする。 

 

【説明】 

この規定は、市議会の役割について明らかにしたものです。 

  市議会は、市民、地域自治組織、市民活動団体及び事業者の社会的な活動

を理解し、協力することが大切です。 

 

 

（市の執行機関の役割） 

第９条 市の執行機関は、協働によるまちづくりを推進するための環境づくり

に努めなければならない。 

２ 市の執行機関は、地域自治組織、市民活動団体及び事業者との協働による

事業を行うために必要な措置を講じなければならない。 

３ 市の執行機関は、協働によるまちづくりを推進するために必要な情報の公

開を積極的に行われなければならない。 

４ 市の執行機関は、当該職員の協働に関する意識の高揚を図らなければなら

ない。 

 

【説明】 

この規定は、市の執行機関の役割について、明らかにしたものです。 

１ 「協働によるまちづくりを推進するための環境づくり」とは、協働のそれ

ぞれの主体が協働しやすい環境をつくることです。 
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２ 市の執行機関と地域自治組織、市民活動団体及び事業者が協働で地域課題

を解決する事業を実施できる仕組みを整えることが必要です。 

３ 求められる情報だけではなく、協働で行う事業に必要な情報は積極的に公

開することが必要です。 

４ 協働の定義や基本理念について研修を通じて、職員一人ひとりに浸透させ、

意識の高揚を図ることが重要です。 

 

 

（提案事業） 

第１０条 市の執行機関は、地域自治組織、市民活動団体及び事業者からまち

づくりに関する事業の提案を受け、協働で事業（以下「提案事業」という。）

を行うことができる。 

２ 提案事業の実施について必要な事項は、別に定める。 

 

【説明】 

この規定は、市の執行機関と地域自治組織、市民活動団体及び事業者が協働で

実施する事業を地域自治組織などが提案できる制度について定めたものです。 

 

 

（実施状況の公表） 

第１１条 市の執行機関は、協働に関する事業等の実施状況を公表しなければ

ならない。 

 

【説明】 

  協働に関する事業等がどのように行われているか、明らかにすることが求

められています。 
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（市民自治推進委員会） 

第１２条 この条例に基づく提案事業の審査その他協働によるまちづくりの推 

進に関する事項の調査及び審議は、宮古市参画推進条例（平成２０年宮古市

条例第３０号）第１１条に規定する宮古市市民自治推進委員会で行うもの

とする。 

 

【説明】 

  この規定は、推進委員会の役割について、規定しています。推進委員会は、

提案事業の審査や協働によるまちづくりの推進について、進捗状況などを調

査、審議します。 

 

 

（補則） 

第１３条 この条例の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

【説明】 

この規定は、この条例の施行について必要な事項は、別に定めます。 

 

 

附 則 

この条例は、平成２０年７月１日から施行する。 

 

【説明】 

この条例の施行期日を定めたものです。 

 

 

 

 

 


